
総社市会計年度任用職員の勤務時間，休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和３年１２月２４日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第８６号 

 

総社市会計年度任用職員の勤務時間，休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 

 総社市会計年度任用職員の勤務時間，休暇等に関する規則（令和２年総社市規則第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）

が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削る。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」

という。）が存在しない場合には，当該改正表を削り，改正後表に対応する改正表が存在しない場合には，当該改正後表を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第２（第１４条関係） 

事 由 期 間 

 略 

(8) 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

（平成 10年法律第 114 号）によ

り交通を制限され又は遮断され

た場合 

必要と認められる期間 

 (9) 会計年度任用職員が不妊治療

に係る通院等のため勤務しない

ことが相当であると認められる

場合 

1 の会計年度において 5 日（体外受

精その他任命権者が定める不妊治

療に係る通院等の場合にあっては

10 日，勤務日ごとの勤務時間の時間

数が同一でない会計年度任用職員

にあっては，その者の勤務時間を考

慮し，任命権者の定める時間）の範

囲内の期間 

 

別表第２（第１４条関係） 

事 由 期 間 

 略 

(8) 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

（平成 10年法律第 114 号）によ

り交通を制限され又は遮断され

た場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要と認められる期間 



改 正 後 改 正 前 

 (10) 6 週間（多胎妊娠の場合にあ

っては，14 週間）以内に出産す

る予定である会計年度任用職員

が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

 (11) 会計年度任用職員が出産し

た場合 

出産の日の翌日から8週間を経過す

る日までの期間（産後 6週間を経過

した会計年度任用職員が就業を申

し出た場合において医師が支障が

ないと認めた業務に就く期間を除

く。） 

 (12) 会計年度任用職員が妻（届出

をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。次項

において同じ。）の出産に伴い勤

務しないことが相当であると認

められる場合 

任命権者の定める期間内における 2

日（勤務日ごとの勤務時間の時間数

が同一でない会計年度任用職員に

あっては，その者の勤務時間を考慮

し，任命権者の定める時間）の範囲

内の期間 

 (13) 会計年度任用職員の妻が出

産する場合であって，その出産

予定日の 6 週間（多胎妊娠の場

合にあっては，14 週間）前の日

から当該出産の日後 8 週間を経

過する日までの期間にある場合

において，当該出産に係る子（条

例第 8 条の 3 第 1 項に規定する

子をいう。以下同じ。）又は小学

校就学の始期に達するまでの子

（妻の子を含む。）を養育する会

計年度任用職員が，これらの子

の養育のため勤務しないことが

相当であると認められるとき。 

当該期間内における 5日（勤務日ご

との勤務時間の時間数が同一でな

い会計年度任用職員にあっては，そ

の者の勤務時間を考慮し，任命権者

の定める時間）の範囲内の期間 

 

別表第３（第１４条関係） 

事 由 期 間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３（第１４条関係） 

事 由 期 間 



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 生後 1 年に達しない子を育て

る会計年度任用職員が，その子

の保育のために必要と認められ

る授乳等を行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 日 2 回それぞれ 30 分以内の期間

（男性の会計年度任用職員にあっ

ては，その子の当該会計年度任用職

員以外の親（当該子について民法

（明治 29年法律第 89 号）第 817 条

の2第 1項の規定により特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判

事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であって当該子を現に監

護するもの又は児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第 27 条第 1 項第

3 号の規定により当該子を委託され

ている同法第6条の4第2号に規定

する養子縁組里親である者若しく

は同条第1号に規定する養育里親で

ある者（同法第 27 条第 4 項に規定

する者の意に反するため，同項の規

定により，同法第 6条の 4第 2号に

規定する養子縁組里親として委託

することができない者に限る。）を

含む。）が当該会計年度任用職員が

この項の休暇を使用しようとする

(1) 6 週間（多胎妊娠の場合にあっ

ては，14 週間）以内に出産する

予定である会計年度任用職員が

申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

(2) 会計年度任用職員が出産した

場合 

出産の日の翌日から8週間を経過す

る日までの期間（産後 6週間を経過

した会計年度任用職員が就業を申

し出た場合において医師が支障が

ないと認めた業務に就く期間を除

く。） 

(3) 生後 1 年に達しない子（条例

第 8 条の 3 第 1 項に規定する子

をいう。以下同じ。）を育てる会

計年度任用職員が，その子の保

育のために必要と認められる授

乳等を行う場合 

1 日 2 回それぞれ 30 分以内の期間

（男性の会計年度任用職員にあっ

ては，その子の当該会計年度任用職

員以外の親（当該子について民法

（明治 29年法律第 89 号）第 817 条

の2第1項の規定により特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判

事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であって当該子を現に監

護するもの又は児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第 27 条第 1 項第

3 号の規定により当該子を委託され

ている同法第6条の4第2号に規定

する養子縁組里親である者若しく

は同条第1号に規定する養育里親で

ある者（同法第 27 条第 4 項に規定

する者の意に反するため，同項の規

定により，同法第 6条の 4第 2号に

規定する養子縁組里親として委託

することができない者に限る。）を

含む。）が当該会計年度任用職員が

この項の休暇を使用しようとする



改 正 後 改 正 前 

日におけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を承認され，

又は労働基準法第 67 条の規定によ

り同日における育児時間を請求し

た場合は，1日 2回それぞれ 30分か

ら当該承認又は請求に係る各回の

期間を差し引いた期間を超えない

期間） 

(2) 略 略 

(3) 略 略 

(4) 略  略 

(5) 会計年度任用職員（6月以上の

任期が定められている者又は 6

月以上継続勤務している者（週

以外の期間によって勤務日が定

められている者で 1 年間の勤務

日が 47 日以下であるものを除

く。）に限る。）が負傷又は疾病

のため療養する必要があり，そ

の勤務しないことがやむを得な

いと認められる場合（（2）の項

から前項までに掲げる場合を除

く。） 

 略 

(6) 略 略 

(7) 略 略 

    

日におけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を承認され，

又は労働基準法第 67 条の規定によ

り同日における育児時間を請求し

た場合は，1日 2回それぞれ 30分か

ら当該承認又は請求に係る各回の

期間を差し引いた期間を超えない

期間） 

(4) 略 略 

(5) 略 略 

(6) 略 略 

(7) 会計年度任用職員（6月以上の

任期が定められている者又は 6

月以上継続勤務している者（週

以外の期間によって勤務日が定

められている者で 1 年間の勤務

日が 47 日以下であるものを除

く。）に限る。）が負傷又は疾病

のため療養する必要があり，そ

の勤務しないことがやむを得な

いと認められる場合（（4）の項

から前項までに掲げる場合を除

く。） 

略 

(8) 略  略 

(9) 略 略 

    

 

附 則 

 この規則は，令和４年１月１日から施行する。 


